
（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

1

純資産合計 92,231

資産合計 負債及び純資産合計 158,328

4,511

－

163

△ 60

158,328

9,815

1,081

7

4,511

3,592

－

15,517

△ 202

－

23

3,715

123

9,567

2,826

3,205

2,502

－

324

17

15

1

1,386

3,283

△ 2,931

△ 27,970

7,335

△ 4,804

5,865

△ 2,786

71,205

139 147,329

60,554 △ 55,098

10,322

－ 28

－ 負債合計 66,098

－

－ －

－ 639

－ 1,224

△ 1,583 399

－ －

－ －

83,107 4,270

△ 49,282 7,485

3,330 5,195

72,321 817

36,608 9,463

1 128

142,811 58,613

133,227 43,935

【様式第１号】

貸借対照表（全体）
(平成２９年  ３月３１日現在)

科目 金額 科目 金額



（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

0

7

5

2

△ 69,935

535

170

419

47,732

－

10,862

－

1,395

5,275

4,025

1,250

△ 69,923

19

3

15

－

12,428

883

3,956

0

1,124

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

463

【様式第２号】

行政コスト計算書（全体）
自  平成２８年  ４月　１日
至  平成２９年  ３月３１日

科目 金額

75,199

27,467

9,075

7,506

634

35,475

473

17,267



（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 145,743 △ 55,381

純行政コスト（△） △ 69,935

財源 71,668

税収等 53,074

国県等補助金 18,595

本年度差額 1,734

固定資産等の変動（内部変動） 1,451 △ 1,451

有形固定資産等の増加 4,987 △ 4,987

有形固定資産等の減少 △ 4,061 4,061

貸付金・基金等の増加 2,991 △ 2,991

貸付金・基金等の減少 △ 2,466 2,466

資産評価差額 0

無償所管換等 135

その他 － 0

本年度純資産変動額 1,586 283

本年度末純資産残高 147,329 △ 55,098

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

135

0

1,869

92,231

0

1,734

【様式第３号】

純資産変動計算書（全体）
自  平成２８年  ４月　１日

至  平成２９年  ３月３１日

科目 合計

90,362

△ 69,935

71,668

53,074

18,595



（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高 9,815

本年度末資金残高 8,590

1,178
46

1,224

－
△ 133

本年度資金収支額 △ 218
前年度末資金残高 8,809

5,013

687
1,905

216
12
－

△ 5,276

5,146
5,141

5
5,013

53,229
17,884
4,014
1,260

2,820

3
0
2

5,190

8,096
5,141
2,734

10
211
－

35,475
10,862

－
1,395

76,387

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

535

【様式第４号】

資金収支計算書（全体）
自  平成２８年  ４月　１日

至  平成２９年  ３月３１日

科目 金額

71,195

23,464
9,223

13,331

3

374
47,732



①有形固定資産の明細 （単位：　百万円）

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：　百万円）

72,321

36,608

1

33,825

1,747

-

-

-

-

139

60,554

10,322

3,079

43,236

2,532

1,386

352

133,227

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

【様式第５号】

附属明細書（全体）
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 120,782 2,481 76 123,187 50,865 1,938 72,321

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

- 36,608

　　立木竹 - 1 - 1 - - 1

　  土地 36,592 18 2 36,608 -

1,859 33,825

　　工作物 3,329 1 - 3,330 1,583 79 1,747

　　建物 80,740 2,384 16 83,107 49,282

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- 139

 インフラ資産 71,627 25,102 393 96,114 35,559 1,832 60,554

　　建設仮勘定 121 76 58 139 -

- 10,322

　　建物 5,842 23 - 5,865 2,786 122 3,079

　　土地 9,719 637 35 10,322 -

1,460 43,236

　　その他 7,251 284 199 7,335 4,804 250 2,532

　　工作物 69,552 1,676 22 71,205 27,970

- 1,386

 物品 3,231 55 3 3,283 2,931 186 352

　　建設仮勘定 1,356 389 359 1,386 -

3,956 133,227

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 195,640 27,638 473 222,583 89,356

合計

 事業用資産 13,957 34,316 3,343 5,399 498 836 13,973

219 5,537

　　立木竹 1 - - - - - -

　　土地 9,021 18,146 1,807 1,641 236

617 8,316

　　工作物 1,593 34 10 1 0 0 109

　　建物 3,334 16,077 1,510 3,747 224

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

0 10

 インフラ資産 59,614 539 0 196 0 203 3

　　建設仮勘定 7 59 15 10 38

23 3

　　建物 3,079 - - - - - -

　　土地 9,564 537 - 196 0

180 -

　　その他 2,532 - - - - - -

　　工作物 43,053 3 0 0 0

1,217 14,061合計 73,590 34,893 3,373 5,596 498

- -

 物品 20 38 30 1 1 178 85

　　建設仮勘定 1,386 - - - -



附属明細書（全体）
③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの
（単位：百万円）

銘柄名 株数・口数など 時価単価 貸借対照表計上額 取得単価 取得原価 評価差額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）×（Ｂ）＝（Ｃ） （Ｄ） （Ａ）×（Ｄ）＝（Ｅ） （Ｃ）-（Ｅ）＝（Ｆ）

東京電力株式会社 14 0 0 0 0 0

キッコーマン株式会社 54 0 0 0 0 0

東武鉄道株式会社 12 0 0 0 0 0

合計 - - 0 #VALUE! 0 0 0

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの
（単位：百万円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
資産 負債 純資産額 資本金 出資割合（％） 実質価格

投資損失引当
金計上額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ）＝（Ｄ） （Ｅ） （Ａ）/（Ｅ）＝（Ｆ） （Ｄ）×（Ｆ）＝（Ｇ） （Ｈ）

北千葉広域水道企業団 2,399 135,641 54,574 81,067 74,658 3.21% 2,602 - 2,399

野田業務サービス㈱ 7 99 70 29 10 67.00% 19 - 7

野田市開発協会 36 1,523 1,349 174 70 50.71% 88 - 36

野田市土地開発公社 5 1,149 325 823 5 100.00% 823 - 5

㈱野田自然共生ファーム 310 356 57 300 311 99.92% 300 - 310

合計 2,756 - - - - - 3,833 0 2,756

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。 ※㈱野田自然共生ファームの資本金は払込金額を記載

（参考）財産に関す
る調書記載額

0

（参考）財産に
関する調書記

載額

※



市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの
（単位：百万円）

相手先名 出資金額 資産 負債 純資産額 資本金 出資割合（％） 実質価格 強制評価減 貸借対照表計上額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ）＝（Ｄ） （Ｅ） （Ａ）/（Ｅ）＝（Ｆ） （Ｄ）×（Ｆ）＝（Ｇ） （Ｈ） （Ａ）-（Ｈ）＝（Ｉ）

野田ガス株式会社 5 4,295 736 3,560 50 10.00% 356 - 5 5

株式会社千葉日報社 0 1,300 897 403 360 0.06% 0 - 0 0

株式会社ベイエフエム 1 3,352 391 2,961 800 0.14% 4 - 1 1

千葉園芸プラスチック加工
株式会社

0 168 18 150 60 0.17% 0 - 0 0

紫興業株式会社 1 6,918 4,408 2,510 96 0.52% 13 - 1 1

千葉県信用保証協会 19 1,119,271 1,053,052 66,219 44,800 0.04% 26 - 19 19

千葉県農業信用基金協会 5 201,694 194,879 6,815 3,996 0.12% 8 - 5 5

公益財団法人千葉県畜産
協会

0 2,520 296 2,224 128 0.32% 7 - 0 0

公益財団法人千葉県消防
協会

1 174 6 169 109 1.08% 2 - 1 1

公益財団法人千葉県文化
振興財団

2 1,000 334 666 574 0.33% 2 - 2 2

公益財団法人ちば国際コンベン
ションビューロー

3 2,343 83 2,259 2,135 0.12% 3 - 3 3

公益財団法人千葉県暴力
団追放県民会議

5 673 1 673 627 0.86% 6 - 5 5

公益財団法人千葉ヘルス
財団

3 585 1 584 577 0.60% 4 - 3 3

公益財団法人千葉県下水
道公社

4 3,789 2,394 1,394 367 1.09% 15 - 4 4

公益財団法人千葉県動物
保護管理協会

2 284 0 283 280 0.67% 2 - 2 2

公益財団法人千葉県建設
技術センター

3 1,318 388 930 416 0.67% 6 - 3 3

公益財団法人千葉県教育
振興財団

7 2,243 191 2,052 23 30.17% 619 - 7 7

地方公共団体金融機構 8 24,786,267 24,545,185 241,082 16,602 0.05% 121 - 8 8

合計 69 - - - - - 1,195 0 69 69

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

（参考）財産に
関する調書記

載額



附属明細書（全体）
④基金の明細

（単位：百万円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

（貸借対照表計上額）
（参考）財産に関する調書

記載額

【財政調整基金】 4,511 - - - 4,511 4,511

【減債基金】 123 - - - 123 123

【その他基金】 2,699 - 893 3,592 3,592

教育文庫基金 0 - - - 0 0

中央小学校児童奨学基金 0 - - - 0 0

清水保育所備品基金 0 - - - 0 0

愛のともしび基金 16 - - - 16 16

社会福祉施設整備基金 55 - - - 55 55

老人福祉基金 31 - - - 31 31

公共施設整備基金 317 - - - 317 317

職員退職手当積立基金 507 - - - 507 507

防災研究基金 1 - - - 1 1

鉄道建設基金 468 - - - 468 468

東日本大震災復興基金 8 - - - 8 8

社会教育施設整備基金 12 - - - 12 12

都市公園整備基金 51 - - - 51 51

みどりのふるさと基金 64 - - - 64 64

廃棄物減量基金 402 - - - 402 402

クリーンセンター公害対策基金 13 - - - 13 13

はやま工業団地公共施設維持管理基金 24 - - - 24 24

学校施設整備等基金 17 - - - 17 17

土地開発基金（現金） 385 - - - 385 385

土地開発基金（土地） - - 744 - 744 744

高額療養費貸付基金 10 - - - 10 10

次木親野井特定土地区画整理事業基金 - - 149 - 149 149

介護保険給付費準備基金 305 - - - 305 305

国民健康保険出産費資金貸付基金 12 - - - 12 12

合計 7,333 - 893 - 8,226 8,226
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。



附属明細書（全体）
⑤貸付金の明細

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

育英事業貸付金 19 - 4 - 23

住宅新築資金等貸付金 4 - 3 - 7

合計 23 - 7 - 30
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

相手先または種別
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金計



附属明細書（全体）
⑥長期延滞債権の明細

（単位：百万円）
⑦未収金の明細

（単位：百万円）

相手先または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額
（備考）

5年欠損率 相手先または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額
（備考）

5年欠損率

【市税】 1,297 88 6.8% 【市税】 326 22 6.8%

【分担金及び負担金】 14 1 6.9% 【分担金及び負担金】 6 0 6.9%

【使用料及び手数料】 4 0 11.0% 【使用料及び手数料】 3 0 11.0%

【財産収入】 - - 0.0% 【財産収入】 0 - 0.0%

【貸付金元利収入】 182 - 0.0% 【貸付金元利収入】 3 - 0.0%

【諸収入】 16 0 1.6% 【諸収入】 30 0 1.6%
次木親野井特定土地区画整理
事業特別会計

【使用料及び手数料】 - - 0.0%

次木親野井特定土地区画整理
事業特別会計

【使用料及び手数料】 0 - 0.0%
国民健康保険特別会計

【国民健康保険税】 1,617 94 5.8%
国民健康保険特別会計

【国民健康保険税】 429 25 5.8%
国民健康保険特別会計

【諸収入】 5 1 16.0%
国民健康保険特別会計

【諸収入】 1 0 16.0%
介護保険特別会計
【保険料】 47 13 26.4%

介護保険特別会計
【保険料】 36 10 26.4%後期高齢者医療特別会計

【後期高齢者医療保険
料】 8 2 23.7%

後期高齢者医療特別会計

【後期高齢者医療保険
料】 9 2 23.7%

水道事業会計
【水道料金等】 14 3 -

水道事業会計
【水道料金等】 238 0 -

合計 3,206 202 合計 1,081 60
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。 ※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。



附属明細書（全体）

（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：百万円）

地方債残高

うち1年以内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】

　一般公共事業 2,172 204 1,442 - 677 53 - - - -

　公営住宅建設 145 23 118 27 - - - - - -

　災害復旧 2 1 2 - - - - - - -

　教育・福祉施設 4,133 414 1,630 2,044 459 - - - -

　一般単独事業 14,080 2,329 558 1,515 10,230 1,776 - - - -

　その他 3,574 277 902 2,209 - - - - - 464

【特別分】

　臨時財政対策債 21,535 1,378 19,756 1,778 - - - - - -

　減税補てん債 875 194 875 - - - - - - -

　退職手当債 - - - - - - - - - -

　その他 34 34 34 - - - - - - -

【公営企業債】

水道事業債 2,581 343 2,064 517 - - - - - -

合計 49,130 5,195 27,380 6,046 12,951 2,289 - - - 464
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

その他種類 政府資金
地方公共団
体金融機構

市中銀行
その他の金
融機関

市場公募債



附属明細書（全体）

（２）負債項目の明細

②地方債（利率別）の明細 （単位：百万円）

地方財残高 1.5%以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均利
率

49,130 39,904 5,198 1,092 498 373 303 1,761 0.94

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：百万円）

地方財残高 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

49,130 4,853 4,632 4,621 4,513 4,174 16,913 7,042 2,016 366

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：百万円）

特定の契約条項が付
された地方債残高

－

契約条項の概要

－



附属明細書（全体）
⑤引当金の明細 （単位：百万円）

目的使用 その他

賞与等引当金 626 634 621 - 639

退職手当引当金 - 463 623 - 9,463

徴収不能引当金 306 170 200 13 262

損失補償引当金 154 - - 26 128
流動負債
（うち修繕引当金） 69 - 48 - 21

合計 10,779 1,266 1,492 40 10,514
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



附属明細書（全体）
2.行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位：百万円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

認定こども園施設整備事業補助金 対象団体 256 保育所費

老人福祉施設建設助成金 対象団体 79 老人福祉費

その他 1

計 336

その他の補助金
後期高齢者医療療養給付費負担金 千葉県後期高齢者医療広域連合 1,143 老人福祉費

年金生活者等支援臨時福祉給付金 対象者 399 その他

連続立体交差事業負担金 千葉県 384 街路費

保育所運営助成費 対象団体 145 保育所費

一般被保険者診療報酬保険者負担金 千葉県国民健康保険団体連合会 11,074 保険給付費

保険財政共同安定化事業拠出金 千葉県国民健康保険団体連合会 3,994 共同事業拠出金

後期高齢者支援金 社会保険診療報酬支払基金 2,526 後期高齢者支援金

一般被保険者高額療養費支払費 千葉県国民健康保険団体連合会 1,597 保険給付費

他団体への公共施設等整
備補助金等（所有外資産
分）



その他の補助金
居宅介護サービス給付費負担金 千葉県国民健康保険団体連合会 3,468 社会福祉費

施設介護サービス給付費負担金 千葉県国民健康保険団体連合会 3,465 社会福祉費

地域密着型介護サービス給付費負担金 千葉県国民健康保険団体連合会 802 社会福祉費

居宅介護サービス計画給付費負担金 千葉県国民健康保険団体連合会 462 社会福祉費
後期高齢者医療広域連合納付
金（保険料納付金） 千葉県後期高齢者医療広域連合 1,201 保険料納付金

後期高齢者医療広域連合納付
金（後期高齢者医療保険基盤安
定拠出金） 千葉県後期高齢者医療広域連合 234

後期高齢者医療保
険基盤安定拠出金

その他
4,245

計 35,139

合計
35,475

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。



附属明細書（全体）
3.純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：百万円　）

会計 区分 金額

一般会計 22,196

391

2,866

地方特例交付金 101

4,563

交通安全対策特別交付金 20

612

使用料及び手数料 3

寄附金 28

諸収入 30

30,810

国庫支出金 580

都道府県支出金 108

計 687

国庫支出金 6,817

都道府県支出金 2,807

計 9,624

10,312

保留地処分金 0

0

次木親野井特定土地区
画整理事業特別会計

税収等
小計

分担金及び負担金

小計

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

小計

税収等

地方税

地方譲与税

税関連交付金

地方交付税

財源の内容



国民健康保険特別会計 4,151

468

共同事業交付金 4,463

前期高齢者交付金 6,194

諸収入 3

未収金 429

還付未済 △ 2

15,708

国庫支出金 3,829

都道府県支出金 1,140

計 4,969

4,969

介護保険特別会計 2,407

232

13

2,556

41

36

△ 3

5,283

国庫支出金 1,866

都道府県支出金 1,425

計 3,291

3,291

1,198

還付未済 △ 2

1,196

後期高齢者医療特別会
計

税収等

後期高齢者医療保険料

小計

国県等補助金
経常的補助金

小計

現年度分地域支援事業支援交付金

未収金

流動負債その他

国県等補助金
経常的補助金

小計

税収等

現年分特別徴収保険料

現年度分介護給付費交付金

小計

現年分普通徴収保険料

配食サービス事業利用者負担金

税収等

国民健康保険税

療養給付費負担金

小計



水道事業 14

工事寄附負担金 63

77

国県等補助金 23

計 23

23

合計 税収等 53,074

国県等補助金 18,595

71,668

※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。

国県等補助金
業務収入

小計

合計

税収等

他会計負担金

小計



附属明細書（全体）
3.純資産変動計算書の内容に関する明細

（２）財源情報の明細 （単位：百万円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 69,935 17,907 1,930 44,860 5,238

有形固定資産等の増
加

4,987 687 3,084 1,216 -

貸付金・基金等の増加 2,991 - - 2,991 -

その他 - - - - -

合計 77,913 18,595 5,013 49,067 5,238

区分 金額
内訳



附属明細書（全体）
4.資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：百万円）

種類 本年度末残高

要求払預金 8,590

合計 8,590
※百万円未満を四捨五入しているため、合計値が表示と一致しない場合があります。



注記【全体財務書類】 

 

１ 重要な会計方針 

 

 (1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

    原則として取得原価により計上していますが、取得原価が不明なものは再調達原価を

基礎とした金額で評価しています。ただし、道路、河川及び水路の敷地については備忘

価額 1円としています。 

また、昭和 59 年以前に取得した道路、河川及び水路の敷地を除く有形固定資産にお

いては、原則として取得原価不明なものとして取り扱います。 

    なお、一部の連結対象団体においては、原則取得原価としています。 

 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

   ① 満期保有目的有価証券 

     該当事項はありません。 

   ② 有価証券 

    ア 市場価格のあるもの 

      会計年度末における市場価格により計上しています。 

    イ 市場価格のないもの 

      取得原価により計上しています。 

   ③ 出資金 

    ア 市場価格のあるもの 

      該当事項はありません。 

    イ 市場価格のないもの 

      出資金額により計上しています。 

 

 (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    販売を目的として所有する土地の金額については、「地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律施行規則」第 4条第 2項各号に掲げる方法により算出しています。 

 

 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産 

     定額法を採用しています。 

     ただし、一部の連結対象団体における一部の資産においては取替法によっています。 

   ② 無形固定資産 

     定額法を採用しています。 

   ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内の

リース取引及びリース契約 1件当たり 300万円以下のファイナンス・リースを除きま



す。） 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法で計上しています。   

 (5) 引当金の計上基準及び算定方法 

   ① 投資損失引当金 

     該当事項はありません。 

   ② 徴収不能引当金 

     長期延滞債権及び未収金については、徴収不能に備えるため、過去 5年間の平均不

納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

   ③ 退職手当引当金 

     期末に在職する職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を

計上しています。 

   ④ 損失補償等引当金 

     履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全

化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上していま

す。 

   ⑤ 賞与等引当金 

     翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

 (6) リース取引の処理方法 

   ① ファイナンス・リース取引 

    ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及び

リース契約 1件当たり 300万円以下のファイナンス・リースを除きます。） 

      通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

    イ ア以外のファイナンス・リース取引 

      通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   ② オペレーティング・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 (7) 資金収支計算書における資金の範囲 

    現金及び現金同等物をいいます。 

    なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

  

(8) 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式としています。 

   ただし、一部の連結対象団体については、税抜方式としています。 

 



 (9) 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

    決算日と連結決算日の差異が 3か月を超えない連結対象団体については、当該連結対

象団体の決算を基礎として連結手続きを行っていますが、決算日と連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 (1) 会計方針の変更 

    該当事項はありません。 

 

 (2) 表示方法の変更 

    該当事項はありません。 

 

 (3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

    該当事項はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 

 

４ 偶発債務 

 (1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

    他の団体の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体名 
確定 

債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失補償債務等 
総額 

損失補償等引当金

計上額 

貸借対照表 

未計上額 

野田市開発協会 － 128百万円 1,152百万円 1,280百万円 

千葉県信用保証協会 － ― 184百万円 184百万円 

野田市土地開発公社 － ― 325百万円 325百万円 

計 － 128百万円 1,661百万円 1,789百万円 

 

 (2) 係争中の訴訟等 

    該当事項はありません。 

 

５ 追加情報 

(1) 全体財務書類の対象範囲 

一般会計、用地取得特別会計、次木親野井特定土地区画整理事業特別会計、国民健



康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、水道事業会計 

    ※下水道事業特別会計は地方公営企業会計（法適用）移行期間であることから、平

成３１年度以降に対象範囲となります。 

 

 （2）出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

当会計年度に係る出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもっ

て会計年度末の計数としています。 

 

（3）百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

  

 （4）売却可能資産の範囲及び内訳 

ア 範囲 

野田市財産処分審査委員会において売却予定とされている公共資産。 

    イ 内訳 

      事業用資産      77百万円（281百万円） 

       土地        77百万円（281百万円） 

売却可能価格は、固定資産評価額としています（平成 28年 1月 1日時点） 

      上記の（281百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 


